
下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた関係者の役割と取組の方向性
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 ⾃治体等との連携による、地域や
下⽔道の特性、肥料需要に応じた
取組の推進

肥料の国産化と安定的な供給、資源循環型社会の構築を⽬指し、農林⽔産省、国⼟交通省、農業分野、下⽔
道分野が連携し、安全性・品質を確保しつつ、消費者も含めた理解促進を図りながら、各関係者が主体的に、下
⽔汚泥資源の肥料利⽤の⼤幅な拡⼤に向けて総⼒をあげて取り組む。

取組の⽅向性

 下⽔汚泥資源を活⽤した肥料利⽤
の検討・⽣産体制の確保

 適切な重⾦属モニタリング、成分分
析による安全・安⼼な汚泥資源の供
給

 定期的な検査状況等の情報公開な
ど下⽔汚泥資源の透明性の向上

 ⾃治体の農政部局との連携

 農業者が使いやすい肥料の実⽤化
 肥料製造設備の整備

⾃治体（下⽔道事業者（下⽔道部局））

肥料製造業者（メーカー）

農業者・JA等
〇地域特性に応じて、下⽔汚泥資源の
肥料利⽤の拡⼤に取り組む。

〇安全安⼼かつ肥料製造業者や農業
者のニーズに応じた品質の肥料原料の
供給に取り組む。

〇安全性・品質が確保された下⽔汚
泥資源を原料として、農業者のニーズ
に応じた肥料の製造に取り組む。

 農業者や肥料製造業者が安⼼して活⽤で
きる下⽔汚泥資源の供給の促進

 下⽔汚泥資源を活⽤した肥料に対する農
業者・消費者への理解促進・PR⼿法の⼯
夫

 下⽔道事業者、肥料製造業者、農業者
のマッチングによる流通経路の確保

 試験栽培、栽培指導等による営農技術の
確⽴と普及促進

 肥料成分を保証可能な新たな公定規格の
設定

 リン回収の採算性向上や⽣産量の確保に
向けた技術開発

国
〇関係者の取組⽀援、ネットワーク化等により
下⽔汚泥資源を活⽤した肥料の需要・供給拡
⼤に取り組む。

〇地域特性に応じて、下⽔汚泥資源の
肥料利⽤の拡⼤に取り組む。
 農業者・ JA等との連携による、地域

や下⽔道の特性、肥料需要に応じた
取組の推進

 ⾃治体の下⽔道部局との連携

⾃治体（農政部局）

消費者の理解促進

2030年までに堆肥・下⽔汚泥資源の使⽤量を倍増し、肥料の使⽤量（リンベース）に占める国内資源の利⽤
割合を40％へ（令和4年12⽉27⽇ ⾷料安全保障強化政策⼤綱決定）

⽬標
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今後進めていく施策

検討促進

技術開発
 下⽔道⾰新的技術実証事業（B-DASHプロ

ジェクト）等を通じ、肥料化のコスト縮減や⽣産
量の確保に向けた技術開発の推進。

 汚泥由来肥料等のイメージ改善や理解促進
に向け、シンポジウムの開催やSNS、広報誌
等、様々な媒体を通じた情報発信。

 汚泥由来肥料等の透明性向上に向けた適格
なモニタリングの実施促進と結果の公表。

 交付⾦、補助⾦等を活⽤した施設整備への⽀
援。

 ⺠間企業等の有するノウハウ、施設の活⽤推進
に向けた連携強化。

 汚⽔処理事業者・肥料製造業者・農業者など
関係事業者間のマッチング等の具体案件形
成⽀援の実施。

 下⽔汚泥の肥料利⽤に関する検討・実施状況の把握
 肥料利⽤の具体的な検討⼿順、優良事例、関連技術等をまとめたマニュアルの策定。
 下⽔道管理者における重⾦属・肥料成分の分析等、計画検討に対する財政⽀援。
 下⽔道部局や農政部局等、地域内関係者における連携体制の強化に向け、農林⽔産省と連携したキャラバ

ンの実施。

施設整備

理解促進

流通経路の確保

農林⽔産省とも連携し、下⽔道分野、農業分野の関係者における連携や、消費者も含めた理解促
進を図りながら、下⽔汚泥資源を活⽤した肥料の需要・供給拡⼤に向けた取組を推進。
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今後の汚泥利用に関する基本方針の明確化と取組推進への働きかけ

発生汚泥等の処理に関する基本的考え方について

「下水道管理者は今後、発生汚泥等の処理を行うに当たっては、肥料としての利用を最優先
し、最大限の利用を行うこと」を基本方針として整理するとともに、下水道管理者に通知。

（令和 5.3.17 下水道部長 通知）

（令和 5.3.24 下水道企画課長、農水省環境バイオマス政策課長他 通知）

各地方公共団体に対して、地域特性に応じてコンポスト化、リン回収等、下水汚泥資源を肥料と
して最大限に利用するよう、農政部局、下水道部局の緊密な連携体制を確保するとともに、安全
性・品質の確保、農業者・消費者の理解促進等の取組を実施していただくよう通知。

 下水道管理者は今後、発生汚泥等の処理を行うに当たっては、肥料としての利用を最優先し、最大限
の利用を行うこととする。

 焼却処理は汚泥の減量化の手段として有効であるが、コンポスト化や乾燥による肥料利用が困難な場
合に限り選択することとし、焼却処理を行う場合も、焼却灰の肥料利用、汚泥処理過程でのリン回収等
を検討する。

下水汚泥資源の肥料利用に向けた活動推進について



肥料利用を促進するための大規模案件形成（R4補正）

⽀援内容
 ⽀援対象となる下⽔道管理者が持つ課題とニーズに応

じ、協議の上、農林⽔産省とも連携しながら、必要な調
査や会議等の開催を⽀援。

分析対象
 脱⽔汚泥、焼却灰等

分析項⽬
重⾦属︓カドミウム、鉛、 クロム、 砒素、⽔銀、 ニッケル
肥料成分等︓窒素全量、りん酸全量、加⾥全量 等

分析回数
 年４回（季節変動を考慮した分析を実施）

（１）重⾦属・肥料成分の分析⽀援

（２）案件形成⽀援

＜案件形成のイメージ＞

下⽔汚泥の肥料利⽤量の拡⼤や新たに汚泥の肥料利⽤を検討する下⽔道管理者に対して、
（１）汚泥の重⾦属や肥料成分の分析、（２）肥料の流通確保に向けた案件形成を⽀援。
公募の結果、（１）の⽀援対象として83処理場(初回公募60処理場＋追加公募23処理場)、

（２）の⽀援対象として20団体を選定。
事例の横展開に向け、本事業を通じて得られた事例や知⾒については、事業実施予定後に公表を

予定。
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参考１：重金属・肥料成分の分析支援
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参考２：案件形成支援



国内肥料資源の利⽤拡⼤に向けた全国推進協議会
会員︓国内肥料原料供給者、肥料製造事業者、肥料利⽤者、

関係団体、研究機関、地⽅公共団体であって、
協議会の設⽴趣旨に賛同する者を広く募集。

幹事会︓下記団体を構成員とする幹事会を設置し、協議会の
具体の活動内容等を検討。

（⼀社）全国農業協同組合中央会、全国農業協同組合連合会、
（⼀社）⽇本有機資源協会、（公社）中央畜産会、
（⼀財）畜産環境整備機構、（公社）⽇本下⽔道協会、
（⼀社）全国肥料商連合会、 （公社）⽇本農業法⼈協会

農水省との連携による気運の醸成、関係者理解の促進

国内資源を活⽤した肥料への転換を進めるためには、肥料原料の供給者、肥料の製造事業者、肥料の
利⽤者の間での連携が不可⽋。
このため、国内肥料資源の利⽤拡⼤に向けた機運を醸成するため、農⽔省が事務局となり全国推進協

議会を設⽴。国交省としても、同協議会を通じ関係団体・関係事業者の取組⽅針等の共有、広域の関
係事業者間の連携づくりのサポート、先進事例の共有等を推進。（令和５年２⽉〜）

全国推進協議会における情報発信（案）

（令和５年４⽉17⽇時点会員数︓224）



下水汚泥の肥料利用の促進（令和4年度補正予算）

 喫緊の課題である⾷料品の物価⾼騰に緊急に対応していくため、肥料の国産化・安定供給を図るべく、
地⽅公共団体による下⽔汚泥のコンポスト化施設整備や肥料利⽤促進のための案件形成を⽀援すると
ともに、汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業を⾏う。

汚泥コンポスト化

汚泥コンポスト化施設

リン回収

リン回収施設

（国費 2,979百万円）

社会資本整備総合交付金・防災安全交付金（国費 465百万円）

• 地方公共団体による下水処理場内への汚泥コンポスト化施設等の
整備を支援

下水道事業調査費（国費 2,514百万円）

• 肥料利用を促進するための大規模案件形成

汚泥の肥料利用を新たに検討または拡大を目指す自治体に対して、農水
省と連携し、汚泥肥料の重金属等成分・効果の検証や汚泥肥料の流通経路
の確保等に向けたマッチングなどの大規模案件形成を実施

• 汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業

地方公共団体の下水道施設において、国が主体となって、リン回収に関す
る実規模レベルの施設を設置し、技術開発・普及を推進

22


